
 

事業事前評価表 
     

1．対象事業名 
国 名：タンザニア連合共和国 
案件名：第４次貧困削減支援借款 
貸付契約調印日：2007年 3月 9日 
承諾金額：2,000百万円 
借入人：タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of Tanzania） 
2．本行が支援することの必要性・妥当性 
東アフリカの中核国であり、我が国 ODAの重点国でもあるタンザニアは、80年代始めま
で社会主義経済政策を推進し、経済情勢の悪化と経済社会開発の大幅な遅れを招く結果とな

った。1998年に重債務貧困国としてHIPCイニシアティブの、2000年には拡大HIPCイニ
シアティブの適用を受け我が国分を含む合計 20億米ドル以上の対外債務削減を受けている。 
近年は真摯な開発努力により、2001年以降の平均経済成長率は 5.8％を維持しているが、一
人あたりGNIはいまだ 340米ドル（2005年）と低い水準にあり、貧困率も 36％を超えてい
ることから、貧困削減と経済成長の促進に向けた更なる改革が必要である。   
タンザニア政府は、2005年、国家計画上の貧困削減政策として「成長と貧困削減のための
国家戦略（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：NSGRP（スワヒリ語
でMKUKUTA））」を策定し、「成長と所得貧困の削減」「生活の質と社会福祉の改善」「良い
統治及び説明責任」を主な柱として、経済成長と貧困削減に取り組むこととしている。2000
年～2003年に適用されていた従来の貧困削減戦略が、貧困層に直接裨益する社会セクター開
発を重視していたのに対し、MKUKUTA は貧困削減実現に向けた「成長」の重要性を明確
化し、民間投資、インフラ開発、人材育成等の成長要素を重要課題として掲げている。 
タンザニアには多数の援助機関が支援を行っているが、援助効率向上とタンザニア政府の

オーナーシップ強化の観点から、政府、ドナー間の援助協調体制が進んでいる。その中核と

なる援助モダリティとして、援助資金を政府の一般会計に直接投入する一般財政支援

（General Budget Support：GBS）が 2001年に開始され、現在は 14ドナーが参加している。
我が国も無償資金協力を通じ、2001年以降 GBSへの拠出を行ってきており、資金供与のみ
に留まらず、プロジェクト支援の経験も踏まえ、農業等の分野で援助協調や政策レビューの

面でも積極的に関与している。世界銀行の貧困削減支援借款（Poverty Reduction Support 
Credit：PRSC）はこうしたGBSの枠組みの中で 2003年以降、3次に亘り実施されており、
2006年 5月には第 4次貧困削減支援借款（PRSC4）の供与が世銀理事会にて承認されてい
る。本計画は今後、5年間にわたる予定の PRSC全体プログラムの 1年目を支援するもので
ある。 
本行は海外経済協力業務実施方針（2005～2007年度）で示されているように、サブサハラ・
アフリカにおいては、債務返済能力とガバナンスの良好な国を重点的に支援することとして

いる。タンザニアに対する新規円借款は 1982 年以降の供与実績がないものの、近年のドナ
ーとの協調を通じた開発努力による成果を踏まえ、債務負担能力に配慮しながら支援を行う

ことは妥当と考えられる。 
以上のことから、本行が、他ドナーとの協調のもと、タンザニア政府が最も望ましい援助

モダリティと位置付けているGBSの一環として、MKUKUTAに掲げられている成長戦略の
具体的な実施に向けた資金供与を行うことは大きな意義がある。更に、PRSC を通じた資金
供与を足がかりとして、現地 ODA タスクフォースの一員としてインフラ関連の制度政策の
改善や公共支出管理に関する政策対話を行い、他インフラ案件等、将来的な取組みにおける

支援効果を高めるという点においても、本計画に対する円借款の必要性は極めて高い。 



 

3．事業の目的等 
本計画は、タンザニア政府がMKUKUTAで掲げている3つのクラスター（①成長と所得貧困
削減、②生活の質と社会福祉の改善、③良い統治及び説明責任）に基づいて進めている各種改

革を、財政を通じて支援することにより、これら政策課題の達成を図り、もって同国の経済成

長を通じた貧困削減に寄与することを目的とする。 
4．事業の内容 
(1) 計画概要 
本計画は、タンザニア政府が MKUKUTA（2005～2009 年度）に基づいた開発を進める
に当たり、MKUKUTAの 3つのクラスター（①成長と所得貧困削減、②生活の質と社会
福祉の改善、③良い統治及び説明責任）に加え、適切な政府財政支出等（④財政配分と予

算の一貫性、⑤公共財政管理、⑥マクロ経済安定）を支援するものであり、他ドナーが参

加するGBSの枠組み において、政府財政へ資金供与を行うものである。 
(2) 事業費・借款額 

GBS全体のドナー支援総額：約 650百万米ドル 
うち本計画による円借款供与額：20億円 

(3) 実施体制  
① 借入人：タンザニア連合共和国政府（The Government of the United Republic of 

Tanzania） 
② 実施機関：財務省（Ministry of Finance：MOF） 
③ 運営・維持管理体制：毎年 10月～11月にGBS参加ドナー及びタンザニア政府によるレ
ビュー会合が行われ、MKUKUTAのクラスター目標に対応したGBS共通の評価枠組み
（Performance Assessment Framework：PAF）によって評価が行われる。 

(4) 環境及び社会面の配慮 
① 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
(a) 環境カテゴリ分類：C 
(b) カテゴリ分類の根拠 
本計画は、特段の環境影響が予見されないセクター（商品借款等）であり、かつ「環境

社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002年4月制定）に掲げる影響を
及ぼしやすい特性や影響を受けやすい地域に該当しないため、カテゴリＣに該当する。 

② 貧困削減促進 
本計画は、タンザニアの貧困削減と成長の達成を目指すMKUKUTAを支援するもので
あり、計画の方向性そのものが貧困削減を目的としたものである。従って、本計画の実

施によって貧困を生み出す、かつ貧困層が不利になる経済社会構造の歪み・規制の除去

が促進されることが期待される。 
③ 社会開発促進（ジェンダーの視点等） 
本計画で支援する MKUKUTA のクラスター2「生活の質と社会福祉の向上」では、宗
教、地域、収入、年齢、ジェンダーによる格差の減少、障害者等社会的に最も脆弱なグ

ループの不平等を是正することが謳われている。特に保健、教育セクターにおいては、

ジェンダー配慮が重視されており、本計画実施によって、男女間の医療アクセス及び教

育機会の均等が進むと期待される。 
5．成果の目標 
(1) 評価指標（運用・効果指標） 
(2) 本計画の評価は、MKUKUTA のクラスター目標に対応した、以下の経済社会開発上の効
果を測定する「GBS共通の評価枠組み（Performance Assessment Framework：PAF）」
によって行う。 



 

クラスター・指標名 基準値(2005) 目標値(2010) 
① 成長と所得貧困の削減 

 

民間セクターへの銀行貸付額対GDP比の増加 7.9 ％ (2004) 年 1％の増加 
民間セクター主導型成長のための環境改善（Doing 
Businessランキング） 140位 ランク上昇 

農村人口の所得貧困の削減（農業GDP成長率） 5.4％ 10.0％ 
農村市場アクセスの改善（農道補修対象区間） 4,500㎞（2004） 15,000㎞ 

 

 

  

② 生活の質と社会福祉の改善 
2歳以下の子供にジフテリア、百日咳、破傷風、B型肝
炎に対するワクチンを 3回接種した割合 71% 90% 

15歳～24歳までの年齢グループのHIV発生率 7.5% 6.0% 
初等教育の純就学率 94.8% 99.0% 
第 7学年から中等学校第 1学年への進学率 36.1% 50.0% 

高等教育の総就学率 (大学･職業教育) 
(大学･院以上) 

0.5% 
0.27％ 

10% 
6％ 

水道管及び保護された水源からの清潔
つ安全な水アクセスがある人口割合 且

(農村) 
(都市) 

53.5％ 
73％ 

65％ 
90％ 

 

 

③ 良い統治及び説明責任 
国家反腐敗戦略及び活動計画（NACSAP）の四半期実
施報告を発行し、議論する 4回 4回 

政府の給与目標の中での現行給与支出の割合 86.0％ 100％ 
2年以上継続中の裁判数の割合 70.0％ 40.0％ 
権限委譲による分権化を実施するための戦略的目的
含む中央省及びセクター省の戦略計画数 を

1 全省で作成 

 

 
 
 

   
④ 財政配分と予算の一貫性 
承認された予算が、広く政策目標に合致していること
（MKUKUTA、セクター政策） ‐ 乖離減少 

支出実績と承認された予算との乖離率 18％ 10％ 

  

  
⑤ 公共財政管理 
会計検査院（NAO）の監査報告が、2010年までに、国
際基準を満たし、“公共財政法 2001 年”の規定に従っ
て、会計年度終了 9ヶ月以内に公表されること 

NAO国際監査基準
導入開始 

NAO国際監査基準
導入完了 

2004年公共調達法に準拠する調達事業体の数 全体の 10％ 全体の 80％ 

  

  
⑥ マクロ経済安定 
対GDPの財政赤字（無償支援受け取り後）の割合が、
IMF貧困削減・成長ファシリティ（Poverty Reduction 
and Growth Facility：PRGF) の目標と一致している
こと 

6％ PRGF目標値 

インフレ率が PRGFの目標と一致していること 4.5％ PRGF目標値 
 

  

(2) 内部収益率：対象外 
(3) 定性的効果： 

PAF には、上記評価項目とセクター/テーマ毎の活動とリンクさせるため、各クラスター
の下にワーキンググループ単位でのレビュー実施が指示されている（Underlying 
Process）。その一つとして、クラスター1「成長と所得貧困の削減」の下に、道路、エネ
ルギー、通信、その他運輸セクターを包括的に評価する「インフラストラクチャーレビュ

ー」の実施が掲げられており、本行は現地 ODA タスクフォース、世銀、アフリカ開発銀
行等と協力し、同レビューにおいて積極的な活動を行う予定である。この活動を通じ、効

果的なインフラ開発を実現するために、電力・運輸・通信等、包括的なインフラ開発政策

の明確化、事業実施のための環境整備・制度改革の促進を行い、タンザニアにおけるイン

フラの合理的かつ迅速な整備、産業の活性化、貧困層のインフラへのアクセス向上を導く 
ことが期待される。 



 

6．外部要因リスク 
タンザニアの経済成長及び貧困削減の進展については、天候に依存する農作物生産の影響、

原油を始めとした貿易等、国際的な経済情勢に左右されるおそれがある。 
7．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
過去の構造調整借款は、被援助国の個別の政治・社会状況を必ずしも考慮しない経済自由化、

民営化などの政策をドナー側がコンディショナリティとして課して推進したことにより、失

業、低賃金労働、通貨の下落等の経済不安を引き起こしたとの批判がある。GBS はタンザニ
ア側のオーナーシップが重視されており、国家開発計画であるMKUKUTAに基づき、政府・
ドナー間の対話を通じた政策目標の設定が行われる。 
また、協調融資案件において、特に協調融資機関の数が多い場合には、全ての協調融資機関

同士の連絡を徹底させ、常に対象事業に関する種々の認識を一致させておくよう、十分配慮し

ていく必要がある、との教訓を得ている。本計画においては、タンザニア政府及び協調融資機

関である世銀に加え、GBS に参画する他ドナーとの間で「パートナーシップ枠組の覚書
（Partnership Framework Memorandum：PFM）」、及び前述の PAFが合意され、そのモニ
タリングを行う協調体制が確立しており、本行としても政策協議の場となる GBSレビュー会
合、各セクター・テーマ別のワーキンググループの活動に積極的に関与しながら、情報共有・

プログラム内容の調整・合意に努める。 
8．今後の評価計画 
(1) 今後の評価に用いる指標：5．に同じ 
(2) 今後の評価のタイミング：計画完了後  
 


